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春日市ふれあい文化センター指定管理者申請要項

趣旨

本要項は、春日市が設置する春日市ふれあい文化センター（以下「文化センター」とい

う。）の指定期間満了に伴い、より効果的かつ効率的に文化センターの管理運営を継続する

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び春日市ふれあい

文化センター設置条例（平成６年春日市条例第１５号。以下「センター条例」という。）第

９条の３第５項の規定に基づき、公募を行うことなく現指定管理者を新たな指定管理者の

候補者として選考するに当たり、必要な事項を定めるものです。

なお、文化センター内にある春日市民図書館（以下「図書館」という。）の運営業務につ

いては、別の指定管理者が行います。

第１章 施設の概要

１ 春日市ふれあい文化センターの設置目的

市は、市民の文化活動及び生涯学習の振興を図るために文化センターを設置していま

す。（センター条例第１条）

２ 施設の運営方針

（１）ふれあい文化センターについて

市は、市民の文化活動及び生涯学習の振興を図るために文化センターを設置していま

す。また、第６次春日市総合計画での政策の一つとして「文化芸術の振興」を掲げ、市

民が文化芸術に親しむ様々な機会を提供することに加え、市民が自ら取り組む文化芸術

活動を支援し、魅力と活力にあふれるまちを目指しています。

開館以来、文化センターは幅広い市民の文化芸術鑑賞及び活動の場として活用されて

きました。今後も、市民の活発な文化芸術活動及び生涯学習の拠点施設としての役割を

担うこととなります。

この基本理念のもと、引き続き市民に愛される施設となるよう、また、文化芸術基本

法及び国県の文化振興基本計画にもあるように、芸術文化が地域課題解決の役割の一部

を担う取組や、子どもから高齢者まで、また障がいの有無に関係なく、誰もが文化芸術

活動を体験・参加できる仕組みを構築していく必要があります。

引き続き、市の芸術文化の拠点として様々な世代の市民に利用され、豊かな人間性を

はぐくみ、人生の生きがいや活力を与える施設となるよう、管理運営を行っていただき

ます。

※１ 第６次春日市総合計画は春日市のホームページ上で閲覧できます。

トップページ＞市政情報＞計画書＞総合計画・実施計画＞第６次春日市総合計画
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https://www.city.kasuga.fukuoka.jp/shisei/plan/sougou/1008161/index.html

（２）施設の現状と課題

平成 7年４月に開館したふれあい文化センターは開館から 30年が経過しており、これ
まで多くの市民に利用され、文化芸術活動の拠点として利用されてきました。この間、

新型コロナによる臨時休館、ホール特定天井の改修及び直流電源装置改修工事を実施す

るなど、非常時における柔軟な対応や設備の老朽化への対応が求められています。。

設備の維持管理・メンテナンス面では、修繕や部品交換等が徐々に増加しています。

修繕費が増加傾向にあるだけではなく、設備の老朽化による電気・空調・給排水設備の

更新工事、舞台照明のＬＥＤ化等の計画も進めていく必要があります。

今後は、これまでのように修繕を都度実施するだけではなく、常に施設を安全な状態

で利用できるようにするための予防保全としてのメンテナンスなどの中長期的な視点を

もった施設管理の実施が必要となってきている状況です。

以上のことから、「利用者の定着、利用者層の拡充による施設利用の促進と市民サービ

スの向上」、「バランスのとれた収入・支出による安定した施設運営」及び「最小限のコ

ストで安全な状態を維持するための施設メンテナンス等の実施」の３点が、施設の管理

運営上の課題であると考えています。

具体的には、以下のとおりです。

ア 利用者の定着、利用者層の拡充による施設利用の促進と市民サービスの向上

・市民の芸術文化への愛着を深めるイベント等の実施

・市文化協会などの文化関係団体、教育機関や民間事業者、自治会その他地域の様々

な団体との連携強化

・総合スポーツセンター、クローバープラザ、春日公園など他の市立・県立の公共施

設の指定管理者と連携した情報発信やイベントの実施

・地域連携や地域貢献のためのアウトリーチ型の取り組みの強化

・地域に一層親しまれる施設となるための取組の実施

・ＳＮＳ等を積極的に活用した情報発信

イ バランスのとれた収入・支出による安定した施設運営

・施設利用者の増加による収入増

・市民ニーズを捉えた指定事業や自主事業の実施による収入増

・効率的な施設運営を通じた管理経費の削減

・人件費や物価の上昇傾向をふまえた適切な収支計画の策定

・指定管理業務、自主事業または両方で生じた利益について、その一部をサービス向

上や施設運営への還元、指定管理料の減額等につなげることにより、最小の経費で最

大の効果をもたらす仕組みの検討

ウ 最小限のコストで安全な状態を維持するための施設メンテナンス等の実施

・専門的知見に基づくマニュアル整備等を通じた適切な日常点検の実施
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・専門業者等と連携した迅速、的確な施設修繕体制の構築

・予防保全による修繕コストの縮減

・施設長寿命化のための中長期的な施設修繕計画の策定と計画的な修繕の実施

３ 施設の概要

（１）名 称 春日市ふれあい文化センター

（２）所在地 春日市大谷６丁目２４番地

（３）施設概要

ア 構造 新館 鉄筋コンクリート造 地下１階、地上３階

旧館 鉄筋コンクリート造 地上２階

イ 土地面積 １４，４１０㎡

ウ 延床面積 １８，３５５㎡

エ 開館年月 新館 平成７年４月

旧館 昭和５７年４月（平成１０年全面改修）

オ 施設内容

（ア） 新館

階 主な施設 面積 概要、付属設備等

地 下

１階

第１駐車場

第２駐車場

－ 駐車可能台数

第１駐車場６９台（車いす使用者駐車場５台含

む）、第２駐車場５６台

スプリングホール ステージ

３４０㎡

客席

３９８㎡

６００席（親子席６、車いす席３台含む）

舞台（開口１５ｍ、高さ６．５ｍ～９．０ｍ、

奥行１４ｍ）回り舞台、迫り、オーケストラピ

ット、音響反射板、残響可変装置、舞台照明設

備、舞台音響設備、スタインウェイＤ２７４、

ヤマハＣＦⅢ

楽屋事務室 １９㎡ テーブル３台、椅子８脚、給湯設備、冷凍冷蔵

庫、ＴＶモニター

楽屋１ ２２㎡ テーブル、椅子４脚、化粧台４台、丸椅子４

脚、洗面台、姿見、コートハンガー、ＴＶモ

ニター

楽屋２ ２０㎡ テーブル、ソファー２脚、化粧台２台、丸椅

子２脚、ユニットバス、姿見、クローゼット、

ＴＶモニター

楽屋３ ３２㎡ テーブル２台、椅子４脚、化粧台１０台、丸

椅子１０脚、洗面台２台、姿見３台、コート
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ハンガー２台、ＴＶモニター

楽屋４（和室） ２１㎡ 座卓４台、化粧台５台、洗面台、姿見、衣装

掛け、座布団１０枚、給湯設備、下足入れ、

ＴＶモニター

リハーサル室１ ９０㎡ 壁面鏡、ダンスバー、ピアノ庫（スタインウ

ェイＤ２７４、ヤマハＣＦⅢ保管）

大道具庫 ７７㎡ 舞台用大道具庫

中央監視室 ３８㎡ ビルコン、監視モニター、火災報知器

清掃員控室 ２３㎡ ※用途変更可能です。用途変更する場合は事

前に市との協議が必要となります。

図書館地下部分 １９０㎡ 移動図書館作業室、移動図書館車庫、移動図

書館倉庫

※施設の維持管理のみ。運営については別途

指定管理者を選定します。

１階 ホワイエ － ホール前室、長机４台、椅子４脚、受付台２

台、立看板（高さ２.１２ｍ）、Ａ４サインス

タンド２台、ローピング、ヤマハＣ７

ギャラリー ２６６㎡ 長机４台、椅子８脚、受付台、立看板、展示

パネル（固定３２枚、可動式３２枚）、演出

用照明６４台

ふれあいプラザ ４２７㎡ 展示パネル（可動式）、演出用照明レール

椅子、テーブル

※指定箇所に自動販売機を設置することが可

能です。

図書館（１階部分） １,７７２
㎡

一般開架コーナー、図書館事務室

※施設の維持管理のみ。運営については別途

指定管理業者を選定します。

喫茶ラウンジ １１１㎡ ※活用方法の提案を求めます。

旧受付事務室 ３６㎡ 受付テーブル、椅子、受付カウンター（受付

事務室の外）

※用途変更可能です。用途変更する場合は事

前に市との協議が必要となります。

救護室 － 折畳ベッド、ベビーベッド

※用途変更可能です。用途変更する場合は事

前に市との協議が必要となります。また、用

途変更後は新館１階に別途救護室を設置して
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ください。

職員事務室 １８４㎡ 壁面キャビネット、事務机・椅子、協議用机

※指定管理者の事務室となる予定です。レイ

アウト等は、後日、市と協議となります。

※受付窓口との兼用可能です。

２階 ミニホール 固定席

４６席

演台、長机２台、椅子４脚、音響装置（マイ

ク・ＣＤ・ＤＶＤ）、電子ピアノ、照明装置

多目的室Ｃ ７３㎡ 土足不可

壁面鏡２面、ダンスバー、ホワイトボード、

音響装置（ＣＤ・ＭＤ・ワイヤレスマイク・

コードマイク・マイクスタンド）

中研修室 １１０㎡ 演台、長机２５台、椅子７５脚、ホワイトボ

ード、音響装置（ＣＤ・ＭＤ・ワイヤレスマ

イク・コードマイク、マイクスタンド）

実習室Ｂ １００㎡ 工作台９台、椅子４２脚、イーゼル４２脚、

ホワイトボード

団体連絡室 ７１㎡ ※引き続き社会教育関係団体事務室として使

用する予定です。

ミーティングルー

ム

４９㎡ ※引き続き団体連絡室利用者が使用する予定

です。

相談室 ２６㎡ ※用途変更可能です。用途変更する場合は事

前に市との協議が必要となります。

情報加工室 ２４㎡ ※市が少年少女合唱団事務室として使用する

予定です。

控室（旧館長室） ３３㎡

調光室、音響調整

室

－ スプリングホール舞台照明、舞台音響操作室

舞台照明設備、舞台音響設備があります。

図書館（２階部分） ６６９㎡ 閉架書庫、選書室、スタッフラウンジ等

※施設の維持管理のみ。運営については、別

途指定管理者を選定します。

電気室

（図書館２階）

－ 受電設備等の電気設備

研修室１ ６４㎡ 研修室２との一体利用可能

長机１３台、椅子３９脚、スクリーン、ホワ
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（イ） 旧館

イトボード、音響装置（マイク）

研修室２ ５３㎡ 研修室１との一体利用可能

長机１３台、椅子３９脚、スクリーン、ホワ

イトボード

研修室３ ６２㎡ 長机１１台、椅子３３脚、ホワイトボード、

スクリーン、音響装置（マイク・カセット・

ＣＤ）

研修室４ ７０㎡ 長机１１台、椅子２１脚、ホワイトボード

リハーサル室２ １０２㎡ 土足不可、男女更衣室

長机６台、折畳椅子７５脚、譜面台、ホワイ

トボード、壁面鏡（２面）、ダンスバー、マ

イクスタンド、音響装置（ＣＤ・ＭＤ・カセ

ットマイク・可動式スピーカー）、映像装置

（テレビ・ビデオ）、ピアノ（カワイＣＡ40

Ｎ）

音楽スタジオ ５３㎡ 譜面台２０台（折畳式７台含む）、折畳椅子

２０脚、音響装置（マイク・スピーカ・ベー

スアンプ・ギターアンプ２台、ブームスタン

ド）、ドラムセット、シンセサイザー

収蔵庫 － 貸出し用机等保管

※市が倉庫として一部使用します。

階 主な施設 面積 概要、附属設備等

１階 サンホール ステージ

１２６㎡

客席

２３２㎡

２５２席（車いす席２含む）、

舞台（間口１０ｍ、高さ５.０ｍ、奥行７.８

ｍ）舞台照明設備、舞台音響装置、ヤマハＣ

５Ｅ

ロビー ２１０㎡

（談話室を

含む）

ホール前室、長机２台、椅子２脚、立看板（高

さ２.１２ｍ）、Ａ４サインスタンド２台、ロ

ーピング

※指定箇所に自動販売機を設置することが可

能です。

楽屋Ａ ６２㎡ 化粧台１２台、丸椅子１２脚、姿見、長机６

台、椅子３０脚、ＴＶモニター、冷凍冷蔵庫、

コインロッカー

楽屋Ｂ（和室） ２４㎡ １２畳１間（土足不可）
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座卓６台、姿見、化粧台６台、座布団１２枚

集会室Ａ ６０㎡ クッションフロア式（土足不可）

マット

集会室Ｂ（和室） ９３㎡ １５畳２間（土足不可）

座卓１６台、座布団４８枚、姿見、椅子２脚

※茶器等利用団体所有物品有り

料理講習室 ８８㎡ 講師用調理台、生徒用調理台６台、丸椅子３

７脚、ガスコンロ・ガスオーブン７台（調理

台据付）、電子レンジ、炊飯器３台（電気１

台、ガス２台）、冷凍冷蔵庫、ホワイトボー

ド

学習室１ ６０㎡ 長机１３台、椅子３９脚、スクリーン、ホワ

イトボード

文化スポーツ課事

務室

１００㎡ ※市が引き続き使用する予定

控室（旧教育長室） ２３㎡ ※市が引き続き使用する予定

倉庫１ － 清掃道具、貸出し用机等保管

倉庫２ － ※一部を引き続き利用団体が使用する予定で

す。

倉庫３ － ※市が引き続き使用する予定です。

２階 学習室２ ６０㎡ 長机１３台、椅子３９脚、ホワイトボード

学習室３ ８８㎡ 長机２２台、椅子６６脚、ホワイトボード

学習室４ ６０㎡ 長机１０台、椅子３０脚、ホワイトボード

多目的室Ａ １００㎡ 長机１９台、椅子５７脚、譜面台、指揮者台、

スクリーン、ホワイトボード、ピアノ（カワ

イＫ-６０）、音響装置（カセット・ＣＤ・Ｍ

Ｄ）

多目的室Ｂ ８４㎡ 長机１６台、椅子４８脚、譜面台、指揮者台、

スクリーン、ホワイトボード、電子ピアノ、

音響装置（カセット・ＣＤ・ＭＤ）

実習室Ａ ８８㎡ 工作台９台、丸椅子３６脚、イーゼル３７台、

ホワイトボード

大会議室 ２３７㎡ 長机５０台、椅子１５０脚、演台、横断幕（０.

７ｍ×３.６ｍ）、ステージ、スクリーン、ホ

ワイトボード、可動式姿見２台、音響装置（カ

セット・ＣＤ・ＭＤ・ワイヤレスマイク・ピ
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（ウ） その他の施設

ａ 屋外倉庫（倉庫８～１０※利用団体が引き続き使用する予定です。）

ｂ リサイクル倉庫

ｃ 旧館エネルギーセンター

ｄ 屋外駐車場 第３駐車場（２５２台）

ｅ 駐輪場（正面玄関前、図書館入口下）

第２章 申請・審査・指定

１ 指定期間（市議会の議決事項）

（１）指定期間 令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで（１年間）

（２）市は現在、春日新 50 年プランＡ（市民活動拠点の整備）の事業として、春日市中央
部（文化センターの北側隣接地。）に市内の福祉施設（入浴施設を備えた高齢者の総合

的な集いの場である「老人福祉センターナギの木苑」、健康づくりと介護予防のための

運動トレーニングを実施する「いきいきルーム」等）などを移転集約した、市中央部市

民活動交流拠点複合施設の整備やふれあい文化センター周辺の施設改修を実施します。

（※１）

ンマイク・コードマイク・マイクスタンド）、

ピアノ（ＹＵ－１０）

社会教育関係団体

連絡協議会分室

（文化協会事務

室）

２７㎡ ※利用団体が引き続き使用する予定です。

楽器保管庫 － 大型楽器保管

※市及び利用団体が引き続き使用する予定で

す。

倉庫４ － ※利用団体が引き続き使用する予定

倉庫５ 多目的室Ａ及び多目的室Ｂの机及び椅子保管

倉庫６ 実習室Ａ用イーゼル保管

倉庫７

（大会議室内）

大型楽器保管

※利用団体が引き続き使用する予定です。

屋外

作陶室

１３０㎡

作業台６台、椅子２７脚、コンプレッサー、

電動ろくろ５台、手動ろくろ２７台

焼成室Ａ ガス窯（ＰＧＡ－０６Ｓ）

焼成室Ｂ 電気窯（ＤＡＤ－３０）

陶芸倉庫 － ※利用団体が引き続き使用する予定です。
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この整備事業は令和８年度に着工し、３年程度の工事期間を想定していますが、工事

期間中、一時的に施設の利用制限が必要となる可能性があります（※２）ので、工事期

間中の指定管理料については、影響等を考慮して市と指定管理者で協議することとしま

す。

※１ 市中央部市民活動拠点の整備の内容については、市のホームページ（ページ ID：
1011829）で確認してください。
※２ 詳細は未確定ですが、工事の影響により、現時点で令和９年 12 月～令和 10 年度

にかけて、カフェ・ふれあいプラザ及び第１・２地下駐車場が一定期間使用できなくな

ります。

２ スケジュール

申請・審査・指定のスケジュールは、次のとおり予定しています。

３ 申請資格

申請に当たり、団体又はその代表者が次のいずれかに該当する場合は申請できません。

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当すること（地方公共団体の一般競争

入札の参加資格に抵触すること）

（２）春日市から指名停止措置をうけていること

（３）会社更生法、民事再生法に基づく更生又は再生手続きを開始していること

（４）春日市、他の自治体を問わず、自らの責に帰すべき事由により、過去２年以内に指

定管理者の指定を途中で取り消されたことがある、又は管理の業務の停止を命ぜられ

その停止期間が経過していないこと

（５）納入すべき税金を滞納していること

（６）春日市暴力団排除条例（平成２２年条例第２号）第２条第１号に規定する暴力団（以

下「暴力団」という。）又は暴力団若しくは同条例第２条第２号に規定する暴力団員と

密接な関係を有すること

（７）春日市公の施設指定管理者選考等委員会委員及び公募事務に関与した者並びにこれ

らの者と密接な関係を有すると認められるものが役員等となっていること

４ 申請要項等についての質疑

（１）申請要項の配布 令和８年５月１８日（月）

（２）質問受付 令和８年５月１８日（月）から５月２２日（金）まで

（３）申請書類の提出 令和８年６月１２日（金）から６月１９日（金）まで

（４）面接審査 令和８年７月２１日（火）

（５）審査後の通知 令和８年７月下旬

（６）指定管理者の指定 令和８年９月議会

（７）協定の締結 令和８年１０月以降
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（１）受付期間

令和８年５月１８日（月）から令和８年５月２２日（金）午後５時まで

※受付期間後、質疑は受け付けません。

（２）提出様式

任意

（３）質問方法

春日市協働推進部文化スポーツ課へ電子メールにて提出してください。

電子メール：bunkai@city.kasuga.fukuoka.jp
※口頭、電話その他の方法による質問は受け付けません。

（４）回答方法

令和８年６月５日（金）までに電子メールで回答します。

５ 申請書類及び提出先

（１）申請書類

別紙１「春日市ふれあい文化センター指定管理者申請書類一覧」のとおり。

（２）提出締切日

令和８年６月１９日（金） 午後５時まで

（３）提出方法

事前に電話連絡の上、窓口に直接提出してください。

提出場所：春日市協働推進部文化スポーツ課

（春日市大谷６丁目２４番地 春日市ふれあい文化センター旧館１階）

連絡先 ０９２－５７５－４１２１（直通）

（４）提出部数

原本１部・副本３部・電子データ（データを格納した CD－ROM 等を提出。返却不可。）

（５）提出形式

各書類にページ番号を付し、表紙、目次等を付けてください。

書類は左綴じとし、インデックスを添付するなど書類名（略称可）が分かるように

し、Ａ４版のファイルに綴じてください。書類の順番は、別紙１「春日市ふれあい文

化センター指定管理者申請一覧」に掲げた順番としてください。

（６）留意事項

ア 提出後の申請書類の内容は、変更することができません。なお、市が必要と認める

場合は、追加書類の提出又は内容の修正を求めることがあります。

イ 申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格として取り扱う場合があります。

ウ 提出された書類は、理由のいかんに関わらず返却しません。

エ 申請に関して必要となる費用は、申請団体（グループ）の負担とします。

オ 提出された申請書類は、春日市情報公開条例（平成１２年条例第４０号）第２条第

mailto:tiiki@city.kasuga.fukuoka.jp
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２号に定める行政文書になることから、同条例に基づく情報公開請求により公開され

る場合があります。

カ 選考結果の公表をする場合その市が必要と認めるときは、申請書類等の内容を使用

できるものとします。なお、指定管理者の選考経過の公表が必要な場合には、申請書

類のうち必要な内容を公表する場合があります。

６ 指定管理者候補者の選考

（１）指定管理者候補者の選考方式

指定管理者候補者の選考方式は、市に設置する春日市公の施設指定管理者選考等委

員会が指定管理者候補者を選考します。なお、同委員会の会議は、非公開とします。

（２）審査基準

提出された書類及び面接の内容から、別紙２「ふれあい文化センター指定管理者選

考審査基準及び提案項目」に記載する基準に基づき審査します。

（３）書類審査（第１次選考）

提出された書類等について書類審査を実施します。申請者の出席は必要ありません。

（４）面接審査（第２次選考）

プレゼンテーション及びヒアリングにより、面接審査を実施します。詳細は、書類

審査後速やかに連絡します。

ア 日時 令和８年７月２１日（火） 予定

イ 会場 春日市役所（春日市原町３丁目１番地５）

（５）選考結果の通知

指定管理者候補者の選考結果については、合否を決定し次第、速やかに郵送にて通

知します。また、審査結果については、春日市役所前掲示板で告示するとともに、市

のホームページで公表します。

７ 選考後の事務手続き等について

（１）協議

必要に応じて、申請書類として提出された事業計画書等の内容を基本として、市と指

定管理者候補者とで協議を行います。

（２）指定管理者の指定

指定管理者候補者は、令和８年９月に開催予定の春日市議会定例会において議決を

受けて、指定管理者として指定される予定です。

なお、春日市議会の議決が得られなかった場合においても、申請に係る書類の作成

や手続きに支出した費用についての補償は行いません。

（３）協定の締結

指定管理者の指定後、（１）の協議を基に管理業務の細目等を定めた協定を締結しま
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す。

（４）指定の取消し

指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項のいずれかに該当することになっ

た場合は、市は指定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。

ア この申請要項に定める申請資格の要件を欠いたとき。

イ 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。

ウ 指定管理者の経営状況の急激な悪化等、事業の履行が確実でないと認められる事

象を確認したとき。

エ 著しく社会的な信用を損なう等、指定管理者としてふさわしくないと認められる

事象を確認したとき。

第３章 管理・運営

１ 管理の基準及び業務の範囲

指定管理者が行う業務は次のとおりとします。指定管理者が行うべき管理の基準、業

務の範囲、履行方法等については、別紙３－１「管理運営仕様書」、別紙３－２「業務一

覧」及び別紙３－３「文化事業（指定事業）業務一覧」を参照してください。

（１）文化センターの管理運営に関する業務（図書館の運営は除く。）

（２）指定された文化事業（以下「指定事業」という。）の実施に関する業務

（３）その他市長が必要と認める業務

２ 自主事業

（１）指定事業以外の文化事業

指定管理者は、文化センターの設置目的の範囲内で、かつ、指定事業に支障のない

範囲内において、自己の責任と費用負担で独自に企画した事業を市の承認を受けて実

施することができます。

（２）自動販売機の配置

文化センター内に自動販売機の配置に関する提案をすることができます。配置可能

箇所は、資料１９「自動販売機配置図」に示すとおりです。設置に係る経費は指定管

理者の負担とし、売上に係る収入は指定管理者の収入とします。なお、指定管理者が

自動販売機の配置を希望しない場合は、市が配置する場合があります。

※市の目的外使用許可を受けて配置することになります。

※現配置は、資料１９「自動販売機配置図」のとおり。

（３）喫茶ラウンジスペースの活用に係る提案

文化センター新館１階の喫茶ラウンジスペースの活用に関する提案をしてください。

なお、現状の用途の継続を義務付けるものではありません。
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※提案内容に応じて、市の目的外使用許可を受ける必要があります。

※施設の概要は資料１８「喫茶ラウンジ詳細図」のとおり。

３ 責任の分担

指定管理者と市の責任分担については、別紙４「リスク分担表」のとおりとします。た

だし、別紙４「リスク分担表」に定める事項に疑義のある場合、又は定めのない事項につ

いては、指定管理者と市が協議して決めることとします。

第４章 収入

１ 指定管理者の収入として見込まれるもの

（１）指定管理料

（２）利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項の利用料金をいう。以下同じ。）

（３）指定事業による収入

（４）その他施設内におけるサービスによる収入（複写機、公衆電話等）

（５）本章６に規定する前受金相当額

２ 指定管理料

（１）市は、指定管理者に対し、指定管理業務に要する経費の一部を指定管理料として支

払います。指定管理料の額は、指定管理者の収支計画書に基づき、市と指定管理者と

で協議し、市予算の範囲内で年度協定において決定します。

（２）申請書類のうち収支計画書の作成にあたっては、２０１，３２３千円（税込。消費

税１０％）を指定管理料の上限とし、現指定管理期間の水光熱費、利用料金等の実績

等を踏まえて作成してください。

※上記金額は、春日市議会の議決により変動する場合があります。

（３）消費税が増額となった場合、その消費税率に合わせて、予算の範囲内で指定管理料

の上限額を変更いたします。

３ 利用料金

（１）本施設の使用に係る料金は、利用料金制を適用し、利用料金は指定管理者の収入と

します。

（２）利用料金は、センター条例に定める使用料（ふれあい文化センター管理運営規則（平

成２８年規則第２８号。以下「センター規則」という。）で定める附属設備使用料を含

む。以下同じ。）の額の範囲内で、指定管理者が定めます。この場合において、指定管

理者は、あらかじめ当該利用料金について、市の承認を受けなければなりません。（地

方自治法第２４４条の２第９項）
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４ 指定事業による収入

指定事業の利用者から徴収する参加費や入場料等は指定管理者の収入とします。

５ その他施設内におけるサービスによる収入（複写機、公衆電話等）

別紙３－１「管理運営仕様書」及び別紙３－２「業務一覧」により施設内に設置する

複写機、公衆電話における利用料については、指定管理者の収入とします。

６ 指定期間をまたぐ収入の取扱い

（１）指定期間以前の使用許可にかかる収入

令和９年４月１日以降の利用に係る利用料金であって、現指定管理期間中に入金さ

れる収入の見込み額を、令和９年度の収支計画書の収入予定額に前受金相当額として

計上してください。

※収支計画書に計上する前受金相当額は、過去の年度を跨ぐ前受金の実績をもとに算

出してください。

（２）指定期間終了後の利用にかかる収入

指定期間中に行った利用許可に基づき指定期間終了（指定の取消しにより指定期間

が終了する場合を含む。）前に入金された利用料金であって、指定期間終了後の利用に

属する前受金については、指定期間終了後、収入証拠書類を添えて市又は市が指定す

る者に支払うこととし、具体的な手続きについては別途市から指示することとします。

※収支計画書には、令和９年度の前受金相当額と同額を支出予定額に計上してくださ

い。

７ 計画を上回った利用料金収入、指定事業収入の取扱い

（１）指定管理業務を適切に実施する中で、収入の増加や経費の節減など、指定管理者の

経営努力により生み出された余剰金については、本要項に精算の規定があるものを除

き、原則として精算による返金を求めません。

また、利用料金収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合

は、原則として補てんは行いません。

（２）施設の大規模な改修や自然災害等により、指定期間内に休館等を要することとなり、

利用料金等の減収額が、当該休館における必要経費の減少額を上回ると判断される場

合は、市と指定管理者の協議の上で、予算の範囲内で補償を行う予定としています。

なお、自主事業に係る減収については、補償の対象としません。

第５章 経費等
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１ 指定管理業務の経費について

指定管理業務の経費には、以下が含まれます。

（１）第３章１に定める業務の実施に係る費用

（２）原状回復に係る費用

２ 修繕費の取扱い

（１）指定管理者が行う施設、設備及び備品の補修、修繕は、1件当たり２００万円未満（消
費税を含む。）のものとし、予算（修繕費の予算は協議で定めるが、収支計画書におい

ては参考金額６，０００千円を記載すること。）に余剰が生じた場合は、年度末に実績

報告をもとに精算を行います。ただし、指定管理者の責による破損に対する補修、修

繕は、指定管理者自らの資金で行うこととします。

（２）予算を超えて修繕を行う必要があると市が判断した場合は、予算の範囲内で、市が

行うこととします。

（３）２０万円以上（消費税含む。）の補修、修繕は、あらかじめ市との協議が必要です。

ただし、緊急を要する補修、修繕は、事後の速やかな報告を条件に、事前協議を省略

できることとします。

３ 備品費の取扱い

（１）業務に要する主な備品については、本市から無料で貸し付けます（資料１３「貸与

備品リスト」参照）。

（２）貸付備品以外の業務に要する備品については、指定管理料（各年度の備品費の予算

は年度ごとに協議で定めるが、収支計画書において参考金額４００千円を記載するこ

と。）及び利用料金収入から、書面にて市の承認を受けた後に調達することができます。

なお、指定管理料に含まれる備品費の予算に余剰が生じた場合は、年度末に実績報告

をもとに精算を行います。

（３）指定管理者が行う自主事業のために必要と考える備品については、指定管理者が自

らの資金で調達することとします。

（４）指定管理料及び利用料金収入により調達した備品は、本市の帰属とし、指定管理者

が自らの資金で調達した備品は、指定管理者の帰属とします。それぞれの帰属が明確

に区別できるよう、備品台帳を作成し管理してください。

なお、指定管理料及び利用料金収入から調達した備品については、会計処理上の損

金算入に必要な場合は、寄付受領の手続きを行います。

（５）本市に帰属する備品は、センター規則で利用料金の基準額が定められている備品を

除き、有料で利用者に使用させることはできません。ただし、市と指定管理者との協

議の上市が必要と認める場合には、センター規則を改正する場合があります。
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（６）指定管理者が自らの資金で調達した備品は、有料で利用者に使用させ、その利用料

金を指定管理者の収入とすることができます。なお、利用させる場合の料金について

は、あらかじめ市との協議を必要とします。

第６章 経理

１ 経理について

（１）指定管理者は、経理事務の方針やルール又は経理規定等を整備するものとします。

（２）指定管理者は、春日市ふれあい文化センター指定管理者申請要項の第３章１に定め

る業務の会計について、指定管理者が定める経理事務のルール等（指定管理者が属す

る法人等の経理規定等を適用可）に基づき処理するものとします。

（３）文化センターの指定管理業務に係る経理は、申請団体の他の経理から区分し、独立

した経理規定及び会計帳簿書類を設け、会計年度における収支状況があきらかになる

ようにするものとします。

（４）会計帳簿や証憑については、その形態（紙又は電子的記録等）に関わらず、収支決

算書と照合できるよう常に整備しておくものとします。

第７章 指定の取消し等

指定管理者が地方自治法第２４４条の２第１０項による市長等の指示（管理業務又は経

理に関する報告、実地調査、その他必要な指示）に従わないとき、その他当該指定管理者

による管理を継続することが適当でないと市が認めるとき、市はその指定を取消し、又は

期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命じることができます（地方自治法第２

４４条の２第１１項）。

１ 指定の取消し、管理業務の停止事由

（１）市長等の指示（管理業務又は経理に関する報告、実地調査、その他必要な指示）に

従わないとき

（２）センター条例又は協定の規定に違反したとき。

（３）当該施設の指定管理者申請要項に定めた資格要件を失ったとき。

（４）申請書類の内容に虚偽があることが判明したとき。

（５）指定管理者の業務の実施の際に、不正行為があったとき。

（６）指定管理者の経営状況の悪化等により、管理業務を継続することが不可能又は著し

く困難になったと市が判断したとき。

（７）指定管理者から指定の取消し又は管理業務の全部若しくは一部の停止を求める申出

があったとき。
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（８）当該施設が、公の施設として廃止されることとなったとき。

（９）指定管理者が暴力団等に該当することが判明したとき。

（１０）その他市が当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと判断したと

き。

２ 指定が取り消された場合の賠償等

上記１のうち、指定管理者の責に帰すべき事由により指定が取り消され、又は業務の

全部若しくは一部が停止された場合、指定管理者は、市に生じた損害を賠償しなければな

りません。なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるよ

う、引継ぎを行うものとします。

３ その他の事由による場合

災害その他の不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由によ

り業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとします。一定

期間内に協議が整わないときには、それぞれ、事前に書面で通知することにより、協定を

解除できるものとします。

なお、指定管理者が交代となる場合、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運

営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。

第８章 その他

１ 業務の引継ぎ

（１）現指定管理者を引き続き指定管理者として選定するものであるため、本指定に係る

業務の引継ぎ等の事務は発生しません。円滑に業務が継続できるよう、準備を行って

ください。

（２）指定管理者は、指定期間を満了し引き続き指定管理者として指定されなかった場合、

又は指定期間中に指定が取り消された場合には、誠意をもって指定管理期間終了まで

に、市及び市の指定する者に業務の引継ぎを行うものとします。なお、指定管理者は、

引継ぎに当たり、指定管理業務（指定管理者の提案に基づき実施した文化事業及び自

主事業を除く。）を適切に実施できるマニュアルを整備し、これを引継ぎ相手に交付す

るとともに、十分な説明を行うものとします。

（３）指定管理者は、前号の引継ぎを行った後も、市又は次期指定管理者からの指定管理

業務に関する質疑に対して、誠意をもって対応することとします。

２ 原状回復

指定管理者は、指定期間を満了し引き続き指定管理者として指定されなかった場合、又
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は指定期間中に指定が取り消された場合には、市の指示に基づき、施設並びに市が貸与

した設備及び備品を原状回復して引き渡してください。

ただし、施設等を適切に使用した上で、経年劣化により生じた変化は原状回復を要し

ません。

３ 他施設の指定管理者との連携・協力

指定管理者は、文化センター内の春日市民図書館及び隣接する春日市総合スポーツセ

ンターにおける指定管理者と、それぞれの管理運営業務を円滑に実施するため、相互に

連携・協力を行うことが必要となります。

連携・協力のための調整の場を市が設けますので、指定管理者は誠意をもって各指定

管理者間の連携・協力に取り組んでください。

問合せ先

〒８１６－０８３１ 春日市大谷６丁目２４番地

春日市 協働推進部 文化スポーツ課 文化担当

電話 ０９２－５７５－４１２１（直通） ＦＡＸ ０９２－５９３－７３８０

電子メール bunka@city.kasuga.fukuoka.jp


